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まえがき 

農業が持続的に発展し、食料等の農産物の安定供給及び多面的機能の発揮という役割を果たしてい

くためには、水源を確保して適切な時期に必要な量の農業用水を農作物に供給するとともに、その生

育を阻害しないよう適切に排水する一連の農業水利システムが、全国各地の農業生産の現場で持続的

に安定して機能していることが不可欠である。 

これまでに整備された農業水利施設は、農業水利システムを構成する国民共有の資産であり、ダム

や頭首工、用排水機場等の点的な基幹的施設は約 7,600 箇所、基幹的水路は約５万 km に及ぶ。 

これらの施設は戦後から高度経済成長期にかけて集中的に整備されてきたことから、老朽化が一斉

に進行している。補修・補強・更新による機能保全を実施しているところであるが、適切に機能保全

を図っていくことがより一層重要となっている。 

施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図るため、平成 19 年に「農業水利施設の機能保

全の手引き」（以下「本手引き」という。）が策定され、平成 27 年には、リスク管理や施設監視の取組

を強化する観点から全面改定されている。そして現在、国営造成施設に対する機能診断と機能保全計

画の策定も複数回実施され、現場の取組の蓄積から機能保全を図る技術の体系をより分かりやすく、

また実務的なものとして見直す時期に立っている。 

また、「土地改良長期計画」（令和３年３月閣議決定）を踏まえ、農業者の高齢化・減少、農業水利

施設の老朽化が進む中でも、農業水利施設の機能が安定的に発揮されるよう、農業水利施設の更新に

際しては、維持管理費の節減や更新費の低減に資する施設の集約や再編、統廃合等による農業水利ス

トックの適正化を推進していくこと、地域の農業の現状及び今後の展開方向等を十分勘案しつつ、将

来の機能保全コストの最小化と平準化を図っていくことが必要である。 

これらの状況を踏まえ、今般、本手引きを全面的に改定することとした。主な改定内容は以下のと

おりである。 

（主な改定内容） 

① 農業水利システムの観点から「機能保全」を実践

② 水利用機能の診断をストックマネジメントのサイクルに位置付け

③ 農業水利システムの停止を招かないリスク管理

④ 標準的な劣化曲線（統計処理した施設健全度の経年変化）の適切な活用

⑤ 状態監視保全の適用を広げる新技術の導入

⑥ 情報の保存・蓄積・活用と幅広い関係者への公開

今後とも、農業水利施設の機能保全に携わる技術者が、本手引きを活用し、社会情勢と農業構造の

変化を見通して、国民共有の資産である農業水利施設について適切に機能保全を図り、安定的に機能

を発揮する農業水利システムを次世代に継承していくことが重要である。 
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第１章 手引きの目的と活用方法 

１ 手引きの目的 

「農業水利施設の機能保全の手引き」は、農業水利施設の適切な機能保全により、長寿命化とライフ

サイクルコスト（以下「ＬＣＣ」という。）の低減を図るための実務に必要となる基本的な考え方と実施

方法の枠組を示したものであり、農業水利施設の機能保全を図るストックマネジメントの取組を推進す

ることを目的としている。 

【解説】 

ア 農業水利施設の機能保全は、かつて、劣化の進行に伴う施設性能の著しい低下や営農形態の変化等

に伴う施設改良の必要が生じた時点で、全面的に更新整備することが一般的であった。 

 しかし、農業水利施設を構成する設備や部材ごとに見ると、発生する変状は一様でなく、更新する

以外に対策がないほどの変状が生じている部分、補修や補強により対処（長寿命化）できる部分、当

面経過を観察しても支障がないと判断される部分が混在し、個々の設備や部材の状態に応じた適期・

適切な対策をとることが効率的である場合が多い。 

 老朽化が進む施設の増加に対応して、機能を保全し必要な対策を実施するためのコスト節減が一

層求められていること、機能診断の技術が発展してきていることから、予防保全の手法を取り入れた

長寿命化とＬＣＣの低減を図る取組が広がってきた。 

イ 一方、国や地方公共団体等の財政の逼迫により、農業水利施設の補修・更新等が遅延し、当該施設

の安定的な機能の発揮に支障が生じることが懸念されており、これまで以上に計画的かつ効率的な

補修・更新等を進めることが課題となっている。 

 また、農業者の高齢化・減少、農業生産を支えるインフラである農業水利施設の老朽化が進行する

中、基幹から末端に至る一連の農業水利施設の機能を安定的に発揮させ次世代に継承していくため、

施設の点検、機能診断、監視等を通じた計画的かつ効率的な補修・更新等を行うことにより、施設を

長寿命化し、ＬＣＣを低減する戦略的な保全管理を推進していく必要がある。 

 さらに、農業水利施設の補修・更新等に当たっては、地域の農業の現状及び今後の展開方向等を踏

まえ、農業水利システムの水利用機能の診断を行い、その機能を効果的に発現するための方策を検討

した上で、将来の機能保全コストの最小化と平準化を図っていくとともに、施設の集約や再編、統廃

合等による農業水利ストックの適正化、維持管理費の節減を図っていくことが重要である。 

ウ 本手引きは、農業水利施設の機能保全の基本的な考え方とともに、施設の日常点検から定期的な機

能診断、対策工法の比較検討、継続的な施設監視、データの蓄積等の一連の業務と、その実施方法の

枠組を示すことにより、取組の技術水準の確保を図るとともに、今後の技術向上に係るデータ蓄積を

効果的に進めることを目的としている。 
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【参考】運用上の位置付け

本手引きの文末表現は、適用上の位置付けを明確にするために、以下の表のとおり、＜義務＞、 

＜標準＞、＜推奨＞、＜許可＞に分類することを基本とした。 

【表１－１ 文章の分類と適用上の位置付け】 

分類 適用上の位置付け 文末表現の例 

義務 
法令による規定や技術的観点から実施する義

務がある事項。 
…なければならない。 

標準 

義務ではないが、特段の事情がない限り実施す
べき事項。 

…必要がある。 
…重要である。 
…ものとする。 
…基本とする。 

推奨 
状況や条件によって実施する方が良い事項。 …望ましい。 

…努める。 
…有効である。 

許可 
特段の事情がない限り実施しないが、状況や条

件によって実施しても良い事項。 
…してよい。 
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２ 農業水利施設の機能保全とストックマネジメントの取組 

農業水利施設の機能保全とは、農業水利システムの一要素としての農業水利施設の機能に要求される

性能が発揮されるように実施する、機能の維持又は回復のための全ての取組を指す。 

ストックマネジメントは、機能保全の取組として施設の長寿命化とＬＣＣの低減を図る具体的な管理

手法であり、施設造成者、施設管理者及び関係機関が連携し、一連の流れで繰り返し行うものである。 

【解説】 

ア 農業水利施設は、水源を確保して適切な時期に必要な量の農業用水を農作物に供給するとともに、

その生育を阻害しないよう適切に排水する一連の農業水利システムを構成する要素である。 

【図１－１ 農業水利システムのイメージ】 

イ エンドユーザーである農業者にとって、水利用機能（「第２章 ３ 性能の管理」参照）が農業水

利施設の有する基本機能の中で最も重要な機能であり、その機能を維持するために機能保全が求め

られている。 

ウ また、絶えず変化する農業構造と社会情勢に対応しつつ、国内農業の優良な生産基盤を確実に次世

代に継承していくために、農業水利施設が将来にわたって地域農業の発展を支える基盤となること

を踏まえ、事業化に際して営農計画と用水計画を策定して地域の合意を得ていくことを基本として

いる。 

エ その結果、機能保全の対象となる農業水利施設については、その機能の維持のほか、必要に応じて

向上又は施設の集約や再編、統廃合等が求められることになる。 

オ さらに、集中豪雨に伴う水害や土砂災害などの自然災害が頻発化・激甚化しており、これらの災害

に適切に対応するために、河川流域のあらゆる関係者が流域全体で行う治水対策である「流域治水」

の推進が重要となっている。 

農業水利システム

個別施設
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 こうした観点からも、大雨等の際に農業水利施設の機能を適切に発揮できるよう、農業水利施設の機

能保全を図るストックマネジメントの取組を推進する必要がある。 

カ 農業水利施設の機能保全を的確かつ効率的に実施するため、ストックマネジメントの取組として、 

（ア） 施設管理者による日常管理としての点検、補修

（イ） 施設造成者等による定期的な機能診断

（ウ） 水準の設定、対策時期と対策工法、対策実施シナリオの検討、機能保全コストの算定、施設監

視計画の作成［機能保全計画の策定］

（エ） 施設監視計画に基づく施設監視

（オ） 関係機関との適切な役割分担による対策の実施

（カ） 調査・検討の結果や対策に係るデータの蓄積と関係者間での共有

等を段階的･継続的に実施することで、的確なリスク管理を行いつつ、施設管理者等の意向も考

慮して、施設の長寿命化とＬＣＣの低減を図っていく必要がある。

キ ＬＣＣとは、一般的に、構造物の設計・開発から製造、販売、保守、修繕、最後の廃棄にいたるま

でに発生する全費用を指す。

 一方、農業水利施設は、供用期限が設定されていないことから、一定期間に発生する対策工事に係

る費用、維持管理費用等のコストの総額として機能保全コストを用いることとする。 

ク 農業水利施設の機能保全は、

（ア） 施設造成者（機能保全のための事業を実施する者を含む。）

（イ） 施設の利用と日常管理を行っている施設管理者

（ウ） 地方公共団体など施設の利用や機能保全に関係する機関

等の技術者が、ストックマネジメントについての基本的な考え方や必要な対策の実施方法等の

枠組を共有し、十分なコミュニケーションを図りつつ、実践していくことが重要である。 
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３ 手引きが扱う対象範囲と関連図書 

本手引きでは、農業水利施設の機能保全の基本的な考え方と実施方法の枠組を整理する。 

農業水利施設の工種別の特性を踏まえた具体的な実施方法については、「農業水利施設の機能保全の

手引き（工種別編）」（以下「手引き（工種別編）」という。）に整理する。 

また、ストックマネジメントの取組として実施する対策については、「農業水利施設の長寿命化のため

の手引き」（以下「長寿命化の手引き」という。）等の技術書を参照するものとし、土地改良事業計画の

作成が必要なときは、調査計画マニュアルや計画基準等を参照するものとする。 

このほか、施設管理の基本的な規範として土地改良施設管理基準が制定されている。 

【解説】

ア 本手引きは、様々な工種に共通するストックマネジメントに関する考え方を示しており、工種別の

機能保全に当たっては、手引き（工種別編）も参考として取り組むこととなる。 

これまでに制定された手引き（工種別編）は次のとおり。 

・農業水利施設の機能保全の手引き「パイプライン」（平成28年８月）

・農業水利施設の機能保全の手引き「開水路」（平成28年８月）

・農業水利施設の機能保全の手引き「頭首工」（平成28年８月）

・農業水利施設の機能保全の手引き「頭首工（ゲート設備）」（平成22年６月）

・農業水利施設の機能保全の手引き「頭首工（ゴム堰）」（平成25年４月）

・農業水利施設の機能保全の手引き「水路トンネル」（平成28年８月）

・農業水利施設の機能保全の手引き「ポンプ場（ポンプ設備）」（平成25年４月）

・農業水利施設の機能保全の手引き「除塵設備」（平成25年４月）

・農業水利施設の機能保全の手引き「電気設備」（平成25年５月）

・農業水利施設の機能保全の手引き「水管理制御設備」（平成25年５月）

イ ダムについては「農業用ダム機能診断マニュアル」（平成30年４月）、ため池については「ため池

機能診断マニュアル（２次調査）－暫定版－」（平成28年 10 月）が整理されている。 

ウ 対策の実施については、ほかに「農業水利施設の補修・補強工事に関するマニュアル（案）」、「国

営造成農業用ダムの補強・復旧（補修）工法に関する手引き（案）」等が整理されている。 

エ 土地改良事業計画の作成については、「土地改良事業計画設計基準 計画」や「国営土地改良事業

調査計画マニュアル」等が整理されている。 

オ 農業水利施設は、その利用状況、自然環境等によって劣化の進行が異なり、施設性能の経時的な変

化も個別施設により異なる。しかし、これらの性能の変化を詳細な指標を用いて精緻に評価・予測す

ることは実際には困難である。 

 このため、農業水利施設の機能保全の取組に当たっては、本手引きに示す考え方と実施方法の枠組

を基本としつつ、施設の種類や構造、周辺環境、立地条件等を十分考慮・分析して対応する必要があ

る。 
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カ ストックマネジメントに関する技術は、現場での実践を通じて技術的知見やノウハウを蓄積し、継

続的に改善・高度化を進めるべきである。

 このため、本手引きに示す基本的な考え方を踏まえた機能診断の結果、対策工法の比較検討結果、

対策の実施履歴等のデータの継続的な蓄積・分析等を通じて、絶えずストックマネジメントの実施の

効率化や技術の向上に努めていくことが重要である。 

キ なお、手引き(工種別編)などのストックマネジメントを実践するために必要な技術図書や土地改

良施設管理基準は、農林水産省 HP(https://www.maff.go.jp/j/nousin/mizu/sutomane/index.html)

において公開されている。 

【図１－２ ストックマネジメントの取組】 

（１）農業水利施設の機能保全の手引き

総論編、工種別編

 参考資料（計画編、調査編、ポケット版）

（２）農業用ダム機能診断マニュアル

（３）農業用ダム・付帯設備耐震性能照査マニュアル

対策工法の検討・機能保全コストの算定・比較

（４）農業水利施設の長寿命化のための手引き

（５）国営造成農業用ダムの補強・復旧（補修）工法

に関する手引き（案）

（６）農業水利施設の補修・補強工事に関するマニュアル

【各工種別編】（案）

（４）農業水利施設の長寿命化のための手引き

（７）土地改良施設管理基準

（８）農業水利ストック情報データベース

（９）農業水利施設の省エネルギー化対策の手引き

（10）農業水利施設の省エネルギー化対策事例集

■農林水産省ホームページ

農業水利施設の保全管理
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第２章 ストックマネジメントの基本的な考え方 

１ ストックマネジメントの実施項目と流れ 

ストックマネジメントは、日常管理、機能診断、機能保全計画の策定、対策、情報の蓄積のサイクル

を、リスク管理や農業水利システム全体の視点を考慮しつつ段階的・継続的に実施するものである。 

【解説】

ア ストックマネジメントのサイクルは、農業水利システムを構成する個別施設の視点からの日常管

理、施設の状態を継続的に把握するために行う機能診断、診断結果に基づく機能保全計画の策定、計

画に基づく施設監視及び対策の実施となる。 

イ 一方、農業水利システム全体の視点では、広域農業基盤整備管理調査や水利権更新時等において、

社会情勢や営農状況の変化に伴う水利用実態を把握し、水利用機能に関する機能保全の方向性を検

討する。なお、その情報は関連する個別施設の機能保全計画に記録する。

ウ 機能診断の結果、明らかとなった課題に対する具体の検討や事業化に向けた取組は、ストックマネ

ジメントの取組とは別の検討スキームで対応する。 

エ ストックマネジメントのサイクルに、農業水利システム全体での視点における取組を明示すると

図２－１のとおりである。また、ストックマネジメントの取組は、個別施設単位が基本となるが、農

業水利システム全体の視点との関連性は、第２章 ５（１）において解説している。 

オ ストックマネジメントの各取組は、関係者が連携・情報共有を図りつつ継続的に実施するプロセス

によって構成されている。このプロセスでは、施設が機能停止した場合の影響度を踏まえた機能保全

計画の策定と対策の実施など、リスク管理の視点を取り入れていく必要がある（図２－２）。 

カ この際、電子化された機能診断調査結果や対策の実施内容などの情報を蓄積し、機能診断精度向上

のための集計・分析や、ストックマネジメントの各段階の取組において活用することが重要である。 

【図２－１ ストックマネジメントのサイクル】 

※１ 日常管理の一環として継続的に行う施設監視（結果は機能診断・機能保全計画策定等に活用）

※２ 構造機能、水理機能は、水利用機能の発揮を支える関係にある

※３ 機能保全計画の精度を高め、適期に対策を実施するために継続的に行う施設監視

対策の必要がある場合
当⾯対策の必要がない場合
農業⽔利システム全体の視点における取組

情報の蓄積
（情報共有）

補修
補強
更新

集約
再編

統廃合

対策

施設監視

対策実施に向けた
調査・計画

⽇
常
管
理

︵
施
設
監
視
︶

施設A
施設B

施設C

機能診断

機能保全計画の策定
機能保全の⽅向性の

検討結果を記録

※1

※３

構造
機能

⽔理
機能

⽔利⽤
機能

※２
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【図２－２ ストックマネジメントのプロセス】 

キ なお、それぞれの実施項目において留意すべき点は以下のとおりである。

（ア） 日常管理

① 施設の日常的な管理は、施設を良好な状態に保つとともに、施設の経年的な劣化や地震等によ

る偶発的な損傷等を把握する機会であり、施設に本来要求されている性能の発揮とその維持の

ために重要な行為である。このため、日常管理はその結果の整理や記録を含め適切に行うことを

基本とする。

② 通常の維持管理の範囲で行う軽微な補修等は、原則施設管理者が行うものとする。

③ 高度な機能診断が必要な変状を発見した場合、又は通常の管理を超える規模の対策が必要と

考えられる場合には、施設管理者から施設造成者に情報提供を行う等の的確な対応が求められ

る。

④ 施設管理者は、施設の適切な運用や管理技術の向上に努めるとともに、施設造成者と日頃から

施設の管理状況等に関する情報交換を図る必要がある。

⑤ 施設管理者は、農業水利システムが営農に支障なく機能しているか、施設操作・監視や営農者

からの情報等により把握する。

適期の⽔利⽤機能診断結果 

 

機能診断 

事前調査 現地踏査 現地調査 
 前歴事業、補修履歴等の整理、

施設管理者からの聞き取り等
 適期の⽔利⽤機能診断結果の

⼊⼿ 

・ ⽬視による施設全体の概要調査
・ 特に重点的に調査すべき箇所を

現地調査箇所として抽出

・ 重点的調査箇所において劣化度
を判定するために情報収集

・ ⽬視や計測を中⼼とした調査 

変状要因の推定 健全度の判定 
・ 既存資料や機能診断調査 

結果等から変状要因の推定
・ 調査単位ごとに施設の劣化進

度をランク分け
（性能指標・健全度評価） 

機能保全計画 
の策定 

管理⽔準の設定 ・施設ごとの影響度等を踏まえ、施設管理者とのリスク・コミュニケーションにより管理⽔準を設定

⽇常管理 

対策時期の検討 
・ 変状要因及び健全度により

対象施設をグルーピング

対策⼯法の検討 
・機能保全コス
トの算定・⽐較

 

対策⼯法 
の選定 

対策実施 
シナリオの作成 機能保全コストの算定 

・ 対策⼯法を複数選定 

結果の引継 

・ グループごとに対策時期を
検討

・ 選定された対策⼯法、
実施時期を組み合わせて
対策実施シナリオを複数作成

・ 施設別に対策実施シナリオごと
の機能保全コストを算定

機能保全計画 
の策定 

・機能保全コストの⽐較結果より選定された経済的かつ合理的な対策を検討
・施設管理者や地⽅公共団体の意向等も考慮し合意形成を図り、機能保全計画を策定、施設造成者側の

関係者（広域計画、⽔利権更新、対策実施など）と情報共有
・施設監視計画の作成

・事業化に向けての取組（施設⻑寿命化計画の作成等）

・機能保全計画の⼀部である施設監視計画に基づき、施設管理者と施設造成者（機能診断者）が情報共有 
しつつ施設監視実施（施設管理者は通常⽇常管理の⼀環として実施）

対策（補修、補強、更新、集約、再編、統廃合） 

施設監視 

対象施設の 
グルーピング 対策時期の検討 

情
報
︵
情
報
項
⽬
別
の
数
値
・
⽂
字
デ
ー
タ
︑
報
告
書
︑
写
真
︑
図
⾯
等
︶
の
蓄
積 

⽇常管理 
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（イ） 機能診断 
① 施設の機能の状態、劣化状況を把握するとともに、最適な対策を検討するため、機能診断を定

期的に実施する。 

 
② 広域農業基盤整備管理調査や水利権更新時等で把握した農業水利システム全体を対象とした

水利用機能について、水利権水量に見合った取水の可否、営農状況の変化による末端受益におけ

る配水の良否等の実態を踏まえて水利用機能診断を行い、個別施設において対応する必要があ

る場合は、その情報を踏まえて対応する。 

 
③ 機能診断調査は、専門的な知見を有する技術者が、調査を行う定点を設定するなどしつつ、現

地における目視や計測により実施することを基本とする。計測による調査は、施設管理者が行う

日常管理の情報や過去の補修履歴などの基礎資料による情報など事前調査等の結果を踏まえ、

効率的に実施する。 
また、施設の状況から早急な対応が必要と想定されるが通常の現地調査だけでは判断できな

い場合等には、必要な情報を得るためのより詳細な調査を行うなど、段階的に調査を実施する。  

 
④ 機能診断により早急な対策の必要性がないと判断された場合であっても、情報システムに調

査結果を蓄積する。 

 
⑤ 施設管理者が行う日常管理、施設監視にいかすため、施設の状態や性能低下の要因を踏まえた

施設監視のポイント等を施設造成者（機能診断者）から施設管理者にわかりやすく引き継ぐこと

が重要である。 

 
（ウ） 機能保全計画の策定 

① 機能保全計画の検討に先立ち、施設管理者や関係機関とのリスク・コミュニケーション等によ

り意向を踏まえた上で、リスク管理の視点も考慮して施設ごとの管理水準を設定する。 

 
② 機能保全計画は原則施設ごとに策定するものであり、「対策時期」、「対策工法」、「対策実施シ

ナリオ」、「機能保全コスト」及び「施設監視計画」についてそれぞれ取りまとめる。 

 
③ 「対策時期」は、当該施設の劣化状況等を踏まえ、同一の検討を行うことが可能な単位ごとに

分類（グルーピング）し、変状要因に応じてそれぞれのグループの状況に適した手法で検討する。 

 
④ 「対策工法」は、機能診断、劣化予測等の結果を踏まえ、水利用性能、水理性能、構造性能等

における要求性能の確保の観点や、施工性等の観点から検討する。この際、極力複数の案を検討

する。 

 
⑤ 「対策実施シナリオ」は、上記の検討結果を踏まえ、対策工法とその実施時期を組み合わせて

作成する。この際、技術面・経済面等も含め妥当であると考えられる対策の組合せを検討し、極

力複数のシナリオを設定する。 
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⑥ 「機能保全コスト」は、対策実施シナリオごとに算出する。シナリオを選定する際には、機能

保全コストが最も経済的となるシナリオの選定を基本とする。しかしながら、経済性のみで判断

するのではなく、施設が機能停止した場合の影響度など施設の有するリスク、環境への影響、維

持管理面等に関する施設管理者等の意向も考慮し、総合的に判断する必要がある。ただし、農業

水利システムの水利用機能診断を踏まえた対策の具体的な検討は、農業水利システムの機能向

上等も含め、別途行う。 

 
⑦ 「施設監視計画」は、監視を行う測点（部位）、監視内容・項目、頻度、監視に当たっての留

意事項、監視実施者、監視結果の記録、異常時の措置、次回予定診断時期について、施設造成者

（機能診断者）と施設管理者が情報共有しつつ策定する。なお、対策を当面実施しない施設にお

いて施設監視（継続監視）とする対応もストックマネジメントの重要な取組の一つである。 

 
（エ） 施設監視 

① 機能診断実施後、劣化予測の精度を高め、適切な時期に対策を行う観点から、施設監視計画に

基づき、施設管理者と施設造成者（機能診断者）が情報共有しつつ施設機能を監視することが重

要である。 

 
② 施設監視に当たっては、可能な範囲で、機能診断の際に設定した定点を用いて、機能診断時点

からの施設状態の変化を把握することが重要である。 

 
③ 施設監視により劣化の進行状況を適切に把握するとともに、その結果を記録として整理・蓄積

することにより、劣化予測の精度向上が期待できる。施設監視の結果を踏まえ、必要に応じ、対

策内容や実施時期を見直すことが重要である。 

 
（オ） 対策 

① 機能保全計画及び施設監視結果に基づき適切な時期に対策を実施するため、事業化に向けた

各種計画策定や法令上の手続、費用負担の考え方を含め、関係者との調整を早めに行い、合意形

成を図ることが重要である。対策には補修、補強、更新による機能維持又は回復のほか、農業水

利システム全体の視点を踏まえた機能向上、施設の集約や再編、統廃合等に係る個別施設レベル

での取組も含まれる。 

 
② 事業実施段階においては、必要な詳細調査（実施設計）を行い、対策工法を確定する。 

 
（カ） 情報の蓄積 

① 施設の基本諸元、機能診断結果、機能保全計画や補修工事の履歴、管理状況等について、検索、

集計・分析を行う情報は、情報項目別に数値・文字データの形で農業水利ストック情報データベ

ースシステム（以下「ストックＤＢ」という。）に保管する。一方、施設の計画、造成、供用時

における業務や工事の成果品物（報告書、写真、図面等）、事業完了図書などの施設に関係する

電子ファイルは、資料の保管システムに蓄積する。これら施設に関係する情報が情報システムに

より一元的に利用でき、管理されていることが重要である。 
 これにより、施設に関連する情報の網羅的な入手が可能となり、施設の経年的な劣化を的確に

把握することも容易になるため、劣化予測の精度向上や効果的な対策工法の検討に資するなど、

より効率的なストックマネジメントの実施と技術の向上を図ることが可能となる。 

 
② 蓄積された情報は、関係機関で共有する（リスク・コミュニケーションを含む。）とともに、

常に参照できるように整備しておくことが重要である。  
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２ 保全方式の適用 

農業水利施設の機能保全に当たっては、状態監視に基づく予防保全（状態監視保全）の考え方を適用

することを基本とする。 

農業水利施設の機能停止が農業面と農業以外の面（施設周辺環境等）に及ぼす影響が軽微で、施設管

理者が自ら速やかに機能回復させることが可能な施設には、適切なリスク管理の下で、通常事後保全の

考え方を適用してもよい。 

 
【解説】 
ア  状態監視保全は、定期的な機能診断の実施を通じて、目視や計測等による性能の把握がその実施の

前提となる。 

 施設機械設備に適用される時間計画保全の具体的な運用については、農業水利施設の機能保全の手

引き「頭首工（ゲート設備）」、「ポンプ場（ポンプ設備）」等も参照すること。 

 

イ  施設機械設備の内部の状態を定量的に把握するための技術については、開発が進められており、こ

れらの技術やより効率的な計測手法等を取り入れ、状態監視保全の考え方を適用するように努める。 

 

ウ  なお、状態監視保全の管理下にあっても事前に想定できない予測不可能な突発事故への対応は、緊

急保全に分類し、計画的に取り組む保全形式とは区別する。 

 

 

【図２－３ 保全方式の考え方】 

  

時間計画保全 
（予定の時間計画での予防保全） 

予防保全 

定期保全 
（予定の時間間隔で行う予防保全） 

経時保全 
（累積稼働時間で行う予防保全） 

状態監視が技術的に困難なとき 

機能停止が及ぼす影響が軽微なとき 

事後保全 

状態監視保全 
（機能診断等による予防保全） 

通常事後保全 
（機能停止後に機能回復） 

緊急保全 
（突発事故に対する緊急措置） 

保全方式 
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３ 性能の管理 

（１）農業水利施設の機能と性能 

農業水利施設の有する機能は、水利用機能、水理機能、構造機能のほか、農業水利施設全般に求めら

れる社会的機能がある。 

農業水利施設の性能は、これらの機能を発揮する能力であり、通水量、変形量などといった複数の性

能指標で表すことができる。 

 
【解説】  
ア  農業水利施設の基本機能は、水利用機能、水理機能、構造機能に分類される。農業水利施設の目的

は、水利用機能の発揮であり、水理機能、構造機能は、水利用機能の発揮を支える関係にある。また、

これらの基本機能のほかに自然災害や事故等におけるリスクなどに対する安全性・信頼性や経済性、

環境性といった社会的機能がある。 

 

イ  機能は施設が果たすべき役割や働きであり、直接数値化できないが、これらの機能を発揮する能力

が性能であり、こちらは指標として具体的な数値等で表すことができる。 

 

ウ  農業水利施設（土木施設）の機能のイメージは図２－４、性能及び指標の種類は表２－１のとおり

である。 

 なお、性能には多くの指標が存在するが、本手引きでは、水利用に対する性能を「水利用性能」、

水理に対する性能を「水理性能」、構造に対する性能を「構造性能」とそれぞれ包括して呼称する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図２－４ 機能のイメージ】 

 
【表２－１ 農業水利施設の機能と性能及び性能指標の種類】 

機 能 性 能 性 能 の 例 性 能 指 標 の 例 

基
本
機
能 

水利用機能 
水利用に対する性能 

（水利用性能） 
送配水性、配水弾力性 

保守管理・保全性 
送配水効率（送配水量、漏水量）、自由度、

調整容量、保守管理頻度（費用）、容易性 

水理機能 
水理に対する性能 

（水理性能） 
通水性、水理学的安全性 

分水制御性 
通水量、漏水量、 

分水量・水位の維持状況 

構造機能 
構造に対する性能 

（構造性能） 
力学的安全性（耐荷性） 

耐久性、安定性 
ひび割れ幅、変形量、腐食量、摩耗量、 

沈下量、継手間隔 

社会的機能 
安全性・信頼性 

経済性、環境性 

漏水・破損事故歴（率・件数）、補修歴、

耐震性、建設費、維持管理経費、 

生物の生息の有無、洪水低減量 

  

水利用機能 

基本機能 

社会的機能 

水理機能 構造機能 

目的の達成 
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（２）性能に着目した管理と管理水準の設定 

性能管理とは、施設が発揮すべき能力に着目して行う管理のことであり、ストックマネジメントにお

いては、着目した性能について、要求が満たされるよう管理していくことを基本とする。 

この際、施設管理者の意向を踏まえつつ、個々の施設が機能停止した場合の影響度や許容し得るリス

ク等を勘案して、性能低下を許容できる性能水準（管理水準）を設定する必要がある。 

 
【解説】  
ア  ストックマネジメントにおける性能管理とは、施設が発揮すべき能力に着目して行う管理であり、

着目した機能について要求性能水準が満たされるようライフサイクルにわたって管理することであ

る。性能管理を行うことで、施設機能の保全が実現されることが重要である。 

 ストックマネジメントにおいては、性能管理のために取り得る手段（対策）のうち、経済性（対策

時期、実施頻度を踏まえた対策費用等）や対策実施後の維持管理の便宜を踏まえた上で、適期・適切

な手段（対策）を選択することが重要である。農業水利施設の性能管理のイメージは図２－５のとお

りである。 

 なお、更新以外の対策（補修・補強等）では新設時の性能まで回復させる可能性は低く、かつ工法

によって回復水準が異なることから、目標性能を満足する対策工法を選択する必要がある。 

 
【図２－５ 農業水利施設の性能管理のイメージ】 

 
イ  ここで、性能低下を許容し得る下限の水準が管理水準であり、管理水準は、施設管理者の意向を踏

まえつつ、個々の施設における当該施設が機能停止した場合の影響度、自然災害や事故等のリスク等

を考慮して設定する。管理水準は、使用上の限界となる性能の水準（使用限界水準）を下回らないよ

うに設定する。 

 

ウ  性能管理に当たっては、可能な限り定量的な個別の指標を用いることが望ましい。 

 なお、全ての性能指標に対して同レベルで性能管理を行うことは現実的ではないため、重点的に管

理すべき性能指標を設定して性能管理を行うことが重要である。 

 

エ  性能低下は、様々な要因に影響されて進行するが、これらの中から、支配的な要因を判定して、こ

れに基づく劣化予測等を行うことが基本となる。 
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４ 日常管理 

施設管理者は、日常管理（施設監視を含む。）を通じて常に施設を良好な状態に保つことが重要である。

日常管理における点検や整備については、土地改良施設管理基準等によるほか、農業水利システム全体

の視点も踏まえて行うものとし、運転記録、事故、点検、整備等の履歴を適切に整理し、保管管理する

必要がある。定期的な機能診断の結果、特に留意すべき点検項目を設定し、機能保全計画等も踏まえた

日常管理を行う必要がある。 

また、機能診断を行った際には、調査に当たった専門的知見を有する技術者から日常管理の中で留意

すべき事項について助言を受けておくことが望ましい。 

 
【解説】  
ア  日常管理の重要性  

（ア） 構造物や周辺状態の巡回目視、設備の運転操作時等における点検及び日常的な範囲で処置でき

る軽微な補修等が適切に行われることが、施設の信頼性や安全性の確保だけでなく、施設の長寿

命化に直接影響を与えるため、施設管理者は施設の良好な状態を維持できるよう、施設の機能が

停止した場合の影響度や機能診断結果（健全度）等を踏まえ日常管理（この一環として実施する

施設監視と対策の実施（第２章 ７参照)を含む。）を適切に行う必要がある。 

 
（イ） 特に、施設機械設備は、構成部品の一部に異常が発生した段階で設備全体の機能停止に至る場

合があるので、施設の種類や特性に応じて、適切に点検し、整備を行う必要がある。なお、部品

供給の停止等により、機能保全が困難となる場合があることにも留意する。 
 

（ウ） 日常管理においては、通常時の状況と異なる現象が生じていないかを常に意識しつつ、運転操

作や点検に臨む必要がある。具体的には、 
・施設の構造の変状はないか（変形、沈下、変色、異音、異臭等） 
・通水性などの施設機能に異常はないか（水位変動、水撃圧、キャビテーション等） 
・周辺環境に変化は生じていないか（地盤沈下、倒木、湛水等） 
・利用者や周辺住民等からの苦情等はないか 
等に留意する。 

 
（エ） 施設の点検の項目や頻度、整備等については「土地改良施設管理基準」（ダム編、頭首工編、

用水機場編、排水機場編）を踏まえるとともに、「手引き（工種別編）」（頭首工（ゲート設備）

編、頭首工（ゴム堰）編、ポンプ場（ポンプ設備）編、除塵設備編、電気設備編、水管理制御設

備編）や全国土地改良事業団体連合会の「わかりやすい土地改良施設管理入門」（揚水ポンプ編、

排水ポンプ編、頭首工〈ゲート設備〉編、水管理制御設備編、内燃機関編、分水工編）等を参考

に、地区の状況に応じて適切に対応するものとする。 

 
イ  機能診断と日常管理 

（ア） 施設の機能診断を行った場合、調査に当たった専門的な知見を有する技術者等は、日常管理の

中での点検（監視）のポイントなどを、施設管理者に対して示しておく必要がある。 
 また、施設管理者は、機能診断の結果である機能保全計画等も踏まえ、日常管理を行う必要が

ある。 
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（イ） 日常管理において施設管理者が施設の水利用機能に影響を与えるような変状を発見した場合

には、直ちに施設造成者に通報する。また、高度な技術的判断や日常管理を超える規模の対策が

必要と思われる変状を発見した場合には、随時、施設造成者に情報提供する。施設造成者は、必

要に応じて緊急の機能診断や対策を検討する。 

 
ウ  日常管理に関する情報の蓄積 

（ア） 水路の水位や流量、ポンプの稼働状況などの運転記録、操作記録、日常管理における点検、整

備のデータは、変状の発見や次回以降の点検・整備に役立つばかりでなく、主に施設造成者が定

期的に行う機能診断時の基礎的な情報として重要であるため、適切に整理し保管管理する。 
 

（イ） 大規模地震の発生など、施設に影響を与える偶発的な事象があった際には、定期的な点検や機

能診断とは別に、施設の変状を把握し関係機関に報告するとともに、その結果を適切に記録す

る。 

 
エ  農業水利システム全体の視点を踏まえた日常管理 

（ア） 日常管理は、施設に本来要求されている性能の発揮とその維持のための行為であり、そのため

には事業計画・用水計画、施設設計の思想を把握する必要がある。施設造成者はそれらの情報を、

さまざまな機会を通じて施設管理者に伝えることが不可欠であり、施設管理者もそれらを理解

した上で日常管理を行うことが重要である。 
 特に管理委託する際には、施設造成者は施設管理者にそれらの情報を網羅的に説明する必要

がある。 
 

（イ） 水利用機能については施設設計時においてシミュレーションにより、必要とする性能の確認を

行っている。管理段階において設計時の資料を参照し、現状と照らし合わせることも、機能を検

証する手段として有効である。 
 例えば、管水路（クローズドタイプ）では、受益地の水利用の変化などを踏まえ、関連する管

水路全体の水頭（水圧）がどのように変化するか検証が必要な場合がある。 
 このような場合、設計時の水頭シミュレーションを活用し、各分水工の必要流量などの与条件

を変更することにより管水路全体の水頭を予測できる（図２－６）。 

 

 
【図２－６ ファームポンド（ＦＰ）掛り幹線水路の水頭シミュレーションの例】 

 
 
 
 
 

（最低⽔位）

2号FP

2号分⽔⼯ 4号分⽔⼯
▽ L.W.L=205.0m 必要流量(Q) 0.35㎥/s 必要流量(Q) 0.24㎥/s 

⽔頭(W.L) 202.4m ⽔頭(W.L) 186.7m

SP1500 L=5,250m SP1200 L=2,580m DCIP700 L=1,925m 5号分⽔⼯
Q=1.69㎥/s 損失=1.1m Q=1.39㎥/s 損失=1.5m Q=0.62㎥/s 損失=15.8m 必要流量(Q) 0.38㎥/s 

⽔頭(W.L) 186.7m
1号分⽔⼯ 3号分⽔⼯

必要流量(Q) 0.30㎥/s 必要流量(Q) 0.42㎥/s 
⽔頭(W.L) 203.9m ⽔頭(W.L) 202.4m
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（ウ） また、取水施設から開水路を経てファームポンドに貯留、管水路に流下させる農業水利システ

ムの場合、無効放流量の検証や用水需要の変化によるファームポンド容量の検証が必要な場合

がある。 
 例えば、取水施設からの送水が開水路の場合では、取水量変更応答遅延、開水路と管水路を調

整するファームポンドの調整容量、無効放流量は、シミュレーションを用いて算定している。 
 これに対し、施設造成時から土地利用形態が変化している場合、用水の需給バランスが崩れ、

ファームポンドの調整容量が不足していることが想定される。このような場合、施設運用時のフ

ァームポンド流入量、無効放流量、流出量、ファームポンドの水位回復状況などの実績を踏まえ、

設計時のシミュレーションを活用し、ファームポンドの調整容量（農業水利システムの水利用性

能（送配水弾力性））の不足状況を予測できる（図２－７）。 

 

 

【図２－７ ファームポンド（ＦＰ）調整容量のシミュレーションの例】 

 
 
【参考】コンクリート構造物に対する点検（監視）のポイント 
(1) コンクリート構造物に対する点検のポイントは、異常の有無と異常箇所を把握することであり、 

具体的な点検項目は以下のとおりである。  

① 基本機能に影響のある構造物の崩壊 

② 構造物の傾斜、変形、沈下、浮上、蛇行 

③ 鉄筋の露出 

④ コンクリートの欠損、剥落 

⑤ ひび割れや変色、摩耗 

⑥ 目地の欠損、開き、ずれ、段差とこれらによる漏水の痕跡 

⑦ 施設周辺の改変の有無や湧水の発生等 

 

(2) コンクリート構造物の異常が発見された場合で、施設造成者への早急な通報が必要な特に留意す 

べき変状は以下のとおりである。  

① 鉄筋に沿って発生するひび割れ 

② 第三者被害が発生する崩壊等に繋がるおそれのある変状  

 

代表例として、開水路における日常点検票の例を示す（表２－２）。 

 

  

1 号分⽔槽 
取⽔⼯ 

2 号分⽔槽 

放流⼯ 放流⼯ 

2 号 FP 
V=19,800m

3
 

送⽔路 
（開⽔路） 

導⽔路Ａ区間（開⽔路） 
24 時間送⽔ Q=6.030m

3
/s 

L=5,524m 

導⽔路 B 区間（開⽔路） 
24 時間送⽔ Q=5.019m

3
/s 

  L=6,482m 

導⽔路 C 区間（開⽔路） 
24 時間送⽔ Q=1.972m

3
/s 

    L=8,280m 

3 号 FP 
V=47,300m

3
 

送⽔路 
（開⽔路） 

Ａ幹線⽔路 
（管⽔路） 
24･16 時間送⽔ 
Q=1.011m

3
/s 

Ｂ幹線⽔路 
（管⽔路） 
24･16 時間送⽔ 
Q=3.047m

3
/s 

C 幹線⽔路 
（管⽔路） 
24･16 時間送⽔ 
Q=1.972m

3
/s 

放流⼯ 

１号 FP 
V=9,100m

3
 

3 号分⽔槽 
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【表２－２ 開水路の日常点検票の例】 
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